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(57)【要約】
【課題】接続の際のシート状電極へのダメージを抑制す
ると共に、任意の枚数のシート状電極の積層形成を可能
として、大容量化を容易に実現する。
【解決手段】シート状電極束の一１１Ａを電極リード３
ａ上に載置し、該一のシート状電極束１１Ａの上部に、
複数の金属箔１１Ｐを載置して、これらを一括して超音
波溶接し、溶接された一のシート状電極束１１Ａ及び金
属箔１１Ｐの上に、他のシート状電極束１１Ｂを載置し
、該他のシート状電極束１１Ｂの上に、複数の金属箔１
１Ｐを載置して超音波溶接し、金属箔１１Ｐを介した所
望の枚数のシート状電極層を積層形成し、内部電極対１
及びこの内部電極対１と一体に接続された電極リード３
ａを、当該電極リード３ａの先端が袋状外包体２を気密
に貫通して外部に突出するように、当該袋状外包体２の
内部に電解液５と共に密封状態で収容する。
【選択図】図９
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　それぞれの厚さが５μｍ以上５．０μｍ以下である複数のシート状の正電極とそれぞれ
の厚さが５μｍ以上５．０μｍ以下である複数のシート状の負電極とをセパレータを介し
て交互に積層して形成されたシート状の内部電極対と、前記内部電極対の各シート状の正
電極及び負電極と接続されそれぞれの厚さが０．３ｍｍ以上５．０ｍｍ以下である正電極
リード及び負電極リードと、これらを電解液と共に収容する袋状外包体とを用意し、
　前記複数のシート状電極からの集電箔を集約して、複数のシート状電極束を形成し、該
シート状電極束の一を前記電極リード上に載置し、該一のシート状電極束の上部に、前記
シート状電極と同様な材質の複数の金属箔を載置して、これらを一括して超音波溶接し、
　さらに、溶接された前記一のシート状電極束及び金属箔の上に、他のシート状電極束を
載置し、該他のシート状電極束の上に、前記シート状電極と同様な材質の複数の金属箔を
載置して超音波溶接し、同様な手順を繰り返して、金属箔を介した所望の枚数のシート状
電極層を積層形成し、前記内部電極対及びこの内部電極対のシート状電極層と一体に接続
された電極リードを、当該電極リードの先端が前記袋状外包体を気密に貫通して外部に突
出するように、当該袋状外包体の内部に電解液と共に密封状態で収容することを特徴とす
るシート状二次電池の製造方法。
【請求項２】
　前記金属箔は、総厚さが１０μｍ以上１００μｍ以下であって、所定の超音波溶接領域
を覆うように超音波溶接されることを特徴とする請求項１に記載のシート状二次電池の製
造方法。
【請求項３】
　前記電極リードが前記袋状外包体から突出する方向に沿って、前記金属箔の端部は、前
記シート状電極束の端部に揃えて載置されて、若しくは、前記シート状電極束の端部の外
側に延在するように載置されて超音波溶接されることを特徴とする請求項１又は２に記載
のシート状二次電池の製造方法。
【請求項４】
　前記一のシート状電極束の溶接領域と、他のシート状電極束の溶接領域とは、前記金属
箔を介して超音波溶接されることを特徴とする請求項１ないし３のいずれかに記載のシー
ト状二次電池の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、シート状二次電池及びその製造方法に係り、特に限定されるものではないが
、例えば、電気自動車、ＵＰＳ（無停電電源装置）、ロードレベリング等の用途に好適に
用いられる大容量のシート状二次電池の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、各種電子機器に対する小型・軽量化への要望は非常に強く、そのためには動力源
である二次電池の性能向上が要求され、種々の電池の開発や改良が進められてきている。
電池に期待されている特性の向上には、高電圧化、高エネルギー密度化、耐高負荷化、形
状の任意化、安全性の確保等がある。このような要請の下、リチウムイオン二次電池は、
現有する電池の中で最も高電圧、高エネルギー密度、耐高負荷化が実現できる二次電池で
あり、現在でもその改良が盛んに進められている。
【０００３】
　このリチウムイオン二次電池は、一般的には、シート状の正極集電体とその表面に塗布
された正極活物質とで構成されたシート状の正電極と、シート状の負極集電体とその表面
に塗布された負極活物質とで構成されたシート状の負電極とをセパレータを介して積層す
ることにより形成されたシート状の内部電極対と、この内部電極対を密封状態に被覆する
と共に内部に電解液を収容する電池ケースと、この電池ケース内の内部電極対の各正電極
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及び各負電極から電池ケースに設けられた正極端子及び負極端子にそれぞれ接続される正
電極リード及び負電極リードとで構成されており、充電時にはリチウムが正電極の正極活
物質から電解液中にリチウムイオンとして抜け出し、負電極の負極活物質中に入り込み、
放電時にはこの負極活物質中に入り込んだリチウムイオンが電解液中に放出され、再び正
電極の正極活物質中に戻ることにより、充放電を行っている。かかるリチウムイオン二次
電池については、その高エネルギー密度を達成できるということから、例えば電気自動車
やハイブリッド自動車等の分野で用いられる大容量二次電池として期待されており、既に
多くの開発や提案が行われている。
【０００４】
　例えば、このようなリチウムイオン二次電池として、三層構造のラミネートフィルムを
用いて可撓性の袋状外包体を形成し、この袋状外包体の中にシート状の内部電極対と電解
液とを封入して形成した軽量かつ薄型で可撓性を有するシート状リチウムイオン二次電池
が提案されている（例えば、特許文献１，２参照）。
【０００５】
　この特許文献に開示されたシート状二次電池では、その電池ケースとして、内面側に例
えばポリエチレン、ポリプロピレン等の耐電解液性及びヒートシール性に優れた熱可塑性
樹脂製の内面層を、中間に例えばアルミ箔等の可撓性及び強度に優れた金属箔製の中間層
を、また、外面側に例えばポリアミド系樹脂等の電気絶縁性に優れた絶縁樹脂製の外面層
を有する三層構造のラミネートフィルムを用い、その内部にシート状の内部電極対と電解
液とを封入して形成し、さらに、内部電極対を構成する複数の正電極及び負電極をそれぞ
れ個別に連結する一対の正電極リード及び負電極リードを設け、これら一対の正電極リー
ド及び負電極リードがラミネートフィルムを気密に貫通して外部に突出する部分を電極端
子若しくは外部リードとして用いている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－３３１８１６号公報
【特許文献２】特開２００４－１７８８６０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、近年は、二次電池に対するさらなる小型化、大容量化、高効率化あるいは長
寿命化といった要請が高まっており、シート状二次電池においても、シート状電極のさら
なる多積層化や断面積の大きな（厚みの厚い）電極端子（以下、電極リードとも称する）
の採用による大容量化及び抵抗低減による高効率化、電池寿命の増大等が望まれている。
【０００８】
　このような要請に対して、上述の特許文献に係るシート状二次電池では、シート状電極
と電極リードとの接続に、抵抗溶接やレーザー溶接等と比して、接続抵抗の低減、低コス
ト化あるいは耐振性の向上といった観点から有利である超音波溶接が用いられているが、
かかる溶接接続方式においては、電極リードの厚さやシート状電極の積層厚さ、また、そ
れぞれの材質によっても溶接条件が大きく変化してしまうといった問題が生じていた。つ
まり、ワークである電極リードとシート状電極の厚さや硬度によっては、適切な溶接条件
を設定するのが困難であるといった問題が生じていた。
【０００９】
　例えば、充分な溶接強度を得るために過大な溶接エネルギーを付与すると、シート状電
極に亀裂や割れが生じる等の問題が発生してしまう。そして、このようなシート状電極に
対する亀裂や割れ等のダメージは、振動等により電極剥離やショートといった故障の要因
となってしまう。一方、溶接エネルギーが不足する場合には、充分な溶接強度が得られず
に、接触不良による電池抵抗増加などの問題が発生してしまう。
【００１０】
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　そして、このような問題は、ワーク厚さが厚くなる、つまり、電極リード及び／又はシ
ート状電極の積層厚さが厚くなるほど顕著な問題として発生してしまう。
【００１１】
　すなわち、内部電極対を密封状態で収容している上述の特許文献に開示されたシート状
二次電池において、高出力化、高容量化及び低抵抗化を実現すべく断面積（厚み）の大き
な電極リードと積層された金属箔状のシート状電極とを超音波溶接する際には、両者を破
壊、特に、薄いシート状電極に損傷等のダメージを与えることなく、かつ、充分な接続強
度を得ることが困難であるといった問題が生じていた。また、これにより所定の溶接条件
においては、電極リード端子に適切に接合可能なシート状電極の積層枚数が限られてしま
い、シート状二次電池の大容量化が阻害されるといった問題が生じていた。
【００１２】
　本発明は、上述のような従来技術の問題点に鑑みてなされたものであり、正負それぞれ
のシート状電極を構成する集電箔と、正負それぞれの電極リードとを相互に接続する際の
シート状電極へのダメージを抑制すると共に、適切な溶接条件の設定を容易にし、併せて
任意の枚数のシート状電極の積層形成を可能として大容量化を容易に実現することができ
るシート状二次電池の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記目的を達成するために、本発明のシート状二次電池の製造方法は、それぞれの厚さ
が５μｍ以上５．０μｍ以下である複数のシート状の正電極とそれぞれの厚さが５μｍ以
上５．０μｍ以下である複数のシート状の負電極とをセパレータを介して交互に積層して
形成されたシート状の内部電極対と、前記内部電極対の各シート状の正電極及び負電極と
接続されそれぞれの厚さが０．３ｍｍ以上５．０ｍｍ以下である正電極リード及び負電極
リードと、これらを電解液と共に収容する袋状外包体とを用意し、前記複数のシート状電
極からの集電箔を集約して、複数のシート状電極束を形成し、該シート状電極束の一を前
記電極リード上に載置し、該一のシート状電極束の上部に、前記シート状電極と同様な材
質の複数の金属箔を載置して、これらを一括して超音波溶接し、さらに、溶接された前記
一のシート状電極束及び金属箔の上に、他のシート状電極束を載置し、該他のシート状電
極束の上に、前記シート状電極と同様な材質の複数の金属箔を載置して超音波溶接し、同
様な手順を繰り返して、金属箔を介した所望の枚数のシート状電極層を積層形成し、前記
内部電極対及びこの内部電極対のシート状電極層と一体に接続された電極リードを、当該
電極リードの先端が前記袋状外包体を気密に貫通して外部に突出するように、当該袋状外
包体の内部に電解液と共に密封状態で収容することを特徴とするものである。
【００１４】
　ここで、シート状電極の厚さとは、シート状集電体の両面に積層される活物質の厚さを
含まない、シート状集電体自体の厚さをいうものとする。
【００１５】
　一般に、シート状二次電池の大容量化、低抵抗化等を実現するためには、厚さの厚い（
断面積の大きい）電極リード及び多層のシート状電極が求められるが、溶接接続される電
極リードとシート状電極との厚さが大きくなるほど、適切な溶接強度の設定が困難となり
、不十分な溶接強度による接続不良や過度な溶接エネルギーによるシート状電極の割れと
いった問題が顕著に発生することが本発明者らの研究により判明した。
【００１６】
　そこで、このような本発明に係るシート状二次電池の製造方法によれば、接続の際のシ
ート状電極へのダメージを抑制すると共に、任意の枚数のシート状電極の積層形成を可能
として、大容量化が容易なシート状二次電池の製造方法を提供することができる。
【００１７】
　また、前記金属箔は、総厚さが１０μｍ以上１００μｍ以下であって、所定の超音波溶
接領域を覆うように超音波溶接されてもよい。
【００１８】
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　ここで、総厚さとは、１枚の金属箔を用いる場合には、その厚さをいい、複数の金属箔
を積層して用いる場合には、その積層厚さをいうものとする。
【００１９】
　この場合には、必要な接続強度を確保しつつ、大容量の電池に好適なシート状二次電池
の製造方法を提供することができる。
【００２０】
　また、前記電極リードが前記袋状外包体から突出する方向に沿って、前記金属箔の端部
は、前記シート状電極束の端部に揃えて載置されて、若しくは、前記シート状電極束の端
部の外側に延在するように載置されて超音波溶接されてもよい。
【００２１】
　以上において、前記一のシート状電極束の溶接領域と、他のシート状電極束の溶接領域
とは、前記金属箔を介して超音波溶接されてもよい。
【００２２】
　この場合には、所定の電流容量を確実に確保することができる。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、接続の際のシート状電極へのダメージを抑制すると共に、任意の枚数
のシート状電極の積層形成を可能として、大容量化を容易に実現することができるシート
状二次電池の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本発明に係るシート状二次電池を模式的に示す斜視図である。
【図２】図１のシート状二次電池の左側面図である。
【図３】図１のシート状二次電池のＡ－Ａ線断面図であり、図２における円Ａ’で囲まれ
た部分の拡大図である。
【図４】図１における内部電極対を説明するための模式的拡大図である。
【図５】シート状集電箔と電極リードとの接続部の構成を示す模式的拡大図である。
【図６】本発明に適用される超音波溶接の概要を説明するための模式図である。
【図７】本発明に係るシート状二次電池の製造方法を説明する模式図である。
【図８】本発明に係るシート状二次電池の製造方法を説明する模式図である。
【図９】本発明に係るシート状二次電池の製造方法を説明する模式図である。
【図１０】本発明に係るシート状二次電池の接続方法を説明する模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の一実施の形態について、図１～４を参照して説明する。ここで、図１は
、本発明に係るシート状二次電池の一例を模式的に示す斜視図であり、図２は図１におけ
る左側面図である。また、図３は、図１のＡ－Ａ断面図であり、図２における円Ａ’で囲
まれた部分を拡大して示した図であり、図４は、内部電極対を説明するための模式図であ
る。
【００２６】
　図１～３において、１０はシート状リチウムイオン二次電池（シート状二次電池）であ
り、可撓性の袋状外包体２により内部電極対１及び電解液５が内部に密封状態に収容され
ている。内部電極対１は、図３に示すように、複数のシート状の正電極１ａと複数のシー
ト状の負電極１ｂとを、セパレータ１ｃを介して交互に積層してシート状に形成されてお
り、当該内部電極対１における正電極１ａとそれぞれ個別に連結するシート状の正電極リ
ード３ａが、袋状外包体２のヒートシール部４を気密に貫通すると共にこのヒートシール
部４に固着され、袋状外包体２の外部に突出している。また、図示を省略しているが、負
電極１ｂにも負電極リード３ｂがそれぞれ個別に連結しており、該負電極リード３ｂは、
図１に示されるように袋状外包体２を挟んで、正電極リード３ａとは反対側の端部（本例
では、図中、下端部）から、正電極リード３ａと同様にヒートシール部４を貫通して気密
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状態で外部に突出して形成されている。
【００２７】
　本発明において、内部電極対１と電解液５とを内部に密封状態に収容する可撓性の袋状
外包体２については、シート状二次電池１０の電池ケースとして使用可能な強度を有する
とともに収容される電解液５に対して優れた耐電解液性を有するものであれば特に制限さ
れるものではなく、具体的には、内面側に例えばポリエチレン、ポリプロピレン、ポリア
ミド、アイオノマー等の耐電解液性及びヒートシール性に優れた熱可塑性樹脂製の内面層
を、中間に例えばアルミ箔、ステンレス箔等の可撓性及び強度に優れた金属箔製の中間層
を、また、外面側に例えばポリアミド系樹脂、ポリエステル系樹脂等の電気絶縁性に優れ
た絶縁樹脂製の外面層を有する三層構造のラミネートフィルムを用いて形成される可撓性
の袋状外包体（再表９８／０４２，０３６号参照）を例示することができる。
【００２８】
　本実施の形態においては、上記袋状外包体２は、内面側にポリエチレン製の内面層２ａ
を、中間にアルミ箔製の中間層２ｂを、また、外面側にナイロン製の外面層２ｃを有する
三層構造のラミネートフィルムで形成されている。
【００２９】
　セパレータ１ｃは、多孔質膜、不織布、網など、電子絶縁性で正電極１ａ及び負電極１
ｂとの密着に対して充分な強度を有するものであれば、どのようなものでも使用可能であ
る。材質は特に限定されないが、ポリエチレン、ポリプロピレンの単層多孔質膜及びこれ
らの多層化した多孔質膜が接着性及び安全性の観点から好ましい。
【００３０】
　また、イオン伝導体として用いる電解液５に供する溶剤及び電解質塩としては、従来の
電池に使用されている非水系の溶剤及びリチウムを含有する電解質塩が使用可能である。
具体的には、溶剤として、炭酸エチレン、炭酸プロピレン、炭酸ジメチル、炭酸ジエチル
、炭酸メチルエチルなどのエステル系溶剤、ジメトキシエタン、ジエトキシエタン、ジエ
チルエーテル、ジメチルエーテルなどのエーテル系溶剤の単独液、及び前述の同一系統の
溶剤同士あるいは異種系統の溶剤からなる２種の混合液が使用可能である。また電解質塩
は、ＬｉＰＦ6、ＬｉＡｓＦ6、ＬｉＣｌＯ4、ＬｉＢＦ4、ＬｉＣＦ3ＳＯ3、ＬｉＮ（ＣＦ

3ＳＯ2）2、ＬｉＣ（ＣＦ3ＳＯ2）3、ＬｉＮ（Ｃ2Ｆ5ＳＯ2）2などが使用可能である。
【００３１】
　本実施の形態において、内部電極対１は、図４に示すように、各正電極１ａがアルミニ
ウム製の正極集電体１１の両面に正極活物質１２を積層して形成されており、同様に、各
負電極１ｂが銅製の負極集電体１３の両面に負極活物質１４を積層して形成されている。
より具体的には、本実施の形態において、シート状の各正電極１ａを構成する正極集電体
１１は、その厚さが５～３０μｍ程度の極薄のアルミニウム箔で形成されていると共に、
シート状の各負電極１ｂを構成する負極集電体１３は、その厚さが５～３０μｍ程度の極
薄の銅箔で形成されており、これらの正極集電体１１又は負極集電体１３に対応する金属
箔を、例えば各４０枚ずつセパレータ１ｃを介して交互に積層することにより内部電極対
１が構成されている。さらに、正電極リード３ａは上記正極集電体１１と同じアルミニウ
ム製であり、負電極リード３ｂは上記負極集電体１３と同じ銅製又はニッケル製である。
ただし、その材質としては特に限定されるものではなく、電気化学的に安定な金属材料を
用いることが望ましい。なかでも、正電極リード３ａとしてはアルミニウム、アルミニウ
ム合金等を、負電極リード３ｂとしては銅、ステンレス、ニッケル等を好ましいものとし
て例示することができる。また、正電極リード３ａについては、正極集電体を形成する材
質と同じ材質、例えばアルミニウムを用いるのが特に好ましく、負電極リード３ｂについ
ては、銅及び／又はニッケルを用いるのが特に好ましい。
【００３２】
　本実施の形態において、正電極リード３ａ及び負電極リード３ｂの厚さはともに０．３
ｍｍであり、その幅は、ともに３０ｍｍである。なお、本発明により構成されるシート状
二次電池１０は、例えば電気自動車等、大電流を企図するものに好適に採用されるもので
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あり、本発明において、正電極リード３ａ及び負電極リード３ｂの厚さとしては、超音波
溶接が可能なリード厚みという観点から、例えば０．３ｍｍ以上５．０ｍｍ以下の板状の
端子を用いることが好ましい。
【００３３】
　次に、正電極リード３ａ又は負電極リード３ｂと内部電極対１との接続部について、図
５を参照してさらに説明する。図５は、各リード部と内部電極対との接続部を模式的に示
す拡大図である。なお、正極側接続部と負極側接続部とは、同様な構成であるため、以下
、正極側接続部を例示して説明する。
【００３４】
　図５に示すように、本実施の形態において、シート状の正電極を構成する、例えばアル
ミニウム製の複数のシート状正極集電体（以下、正極集電箔とも称する）１１－１～１１
－４０は、保護箔１１Ｐ－１～１１Ｐ－４を介して正電極リード３ａ上に積層された状態
で、超音波溶接により一体に接続されている。具体的には、正極集電箔１１－１～１１－
２０と、１１－２１～１１－４０とは、正極集電箔１１と同様な金属（本例では、アルミ
ニウム）で形成された、正極集電箔１１とは別体の保護箔１１Ｐ－１，１１Ｐ－２が挿入
された状態で積層形成（接続）されていると共に、最上部の正極集電箔１１－４０の上に
も、同様な材質の別体の保護箔１１Ｐ－３，１１Ｐ－４が挿入された状態で積層形成（接
続）されている。そして、保護箔１１Ｐ－１，１１Ｐ－２によって、正極集電箔の積層方
向中間部における接続保護層（以下、中間部接続保護層１１Ｐｍとも称する）が形成され
ていると共に、１１Ｐ－３，１１Ｐ－４によって、積層方向端部（正電極リード３ａと反
対側の端部）における接続保護層（以下、端部接続保護層１１Ｐｅとも称する）が形成さ
れている。また、負極側接続部についても、正極側接続部と同様な構成であり、シート状
負極集電体（以下、負極集電箔とも称する）１３と同様な材質（例えば、銅）の接続保護
層１３Ｐｍ，１３Ｐｅが形成されている。なお、各接続部におけるシート状集電体には、
活物質は塗布されていない。
【００３５】
　ここで、本発明に係るシート状二次電池１０における集電箔１１，１３及び保護箔１１
Ｐの枚数は任意に設定可能であるが、接続の際の各集電箔１１，１３に対する損傷等のダ
メージを低減するという観点から、積層された各集電箔１１－１，１１－２・・・，１３
－１，１３－２・・・の積層厚さが所定の厚さ（本例では、例えば０．３ｍｍ以上）とな
るごとに接続保護層１１Ｐを形成することが好ましい。
【００３６】
　このように構成した本発明に係るシート状二次電池１０においては、シート状集電体１
１（１３）と電極リード３ａ（３ｂ）との接続部において、積層されたシート状集電箔１
１（１３）の積層方向中間部に接続保護層１１Ｐｍ（１３Ｐｍ）が形成されているので、
後述する製造方法によってシート状二次電池１０を製造する際に、各集電箔１１（１３）
にダメージを与えることなく、各集電箔１１（１３）の接続の際の加圧による沈み込みに
よる亀裂の発生を未然に防止すると共に、任意の枚数の集電箔の積層形成を可能として、
小型大容量のシート状二次電池１０を容易に実現することが可能となる。さらに、積層方
向端部にも接続保護層１１Ｐｅ（１３Ｐｅ）が形成されているので、接続の際の加圧によ
りダメージを受けやすいシート状集電箔端部を効果的に保護することができる。
【００３７】
　次に、本発明に係るシート状二次電池１０の製造方法について図面を参照して説明する
。先ず、本製造方法に適用される超音波溶接について図６を参照して説明する。図６は、
超音波溶接の概要を説明するための超音波溶接装置の概略構成図である。
【００３８】
　図６に示すように、超音波溶接装置は、ホーン１３１と、その先端に取り付けられたチ
ップ１３２と、チップ１３２に対向配置されたアンビル１３３とから構成されている。そ
して、チップ１３２とアンビル１３３との間に接合対象となる２つの部材（ホーン側部材
１３４及びアンビル側部材１３５）を重ねて配置し、チップ１３２とアンビル１３３とで
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挟んで加圧し、ホーン１３１に超音波振動を与えると、チップ１３２がアンビル１３３の
加工面に対し略並行に振動する。すると、該超音波振動がチップ１３２を介してホーン側
部材１３４及びアンビル側部材１３５に伝達され、接面効果、工作効果及び熱効果により
両者が接続されるようになっている。
【００３９】
　このような超音波溶接は、溶接界面を溶融せずに、あるいは極めて限られた薄層だけを
溶融することができ、また、溶接界面における酸化膜等の不純物の摩擦によるクリーニン
グ効果が期待できるといった特徴を有し、これにより、接続抵抗を低減すると共に、接合
対象となる部材に大きなダメージを与えることなく、低コストで安定的に、かつ広い面積
で両者を確実に接続することが可能となる。
【００４０】
　本実施の形態では、ホーン側部材１３４として積層された集電箔１１（１３）を、アン
ビル側部材１３５として電極リード３ａ（３ｂ）を、それぞれ配置することで、両者を超
音波溶接するようになっている。
【００４１】
　ところで、このような超音波溶接を用いて、厚さが５～３０μｍ程度の薄い金属箔状の
集電箔１１（１３）を積層して電極リード３ａ（３ｂ）に接続する場合、電極リード３ａ
（３ｂ）の厚さや、シート状集電箔１１（１３）の枚数及び積層厚さ、及びそれぞれの材
質によっても適切な溶接条件が変化してしまう。
【００４２】
　特に、大容量化を企図した断面積（厚さ）の大きい電極リード３ａ（３ｂ）の上に、薄
い集電箔１１（１３）を積層接続する際には、箔亀裂等の溶接不良が発生し易くなり、所
定の溶接条件の下で、適切に積層接続可能な集電箔１１（１３）の枚数が限られ、これに
より、電池の大容量化が阻害されてしまう。これに対して、少数の集電箔１１（１３）ご
とに溶接を行った場合には、溶接回数が多くなり、作業工数が増大して生産性が大幅に低
下してしまう。
【００４３】
　具体的には、大電流出力・低抵抗化を目的とした、厚さ０．３ｍｍ以上の電極リード３
ａ（３ｂ）端子を用い、この電極リード３ａ（３ｂ）と、積層厚さ（総厚さ）Ｔ＝ｔ＊ｘ
（ここで、ｔ：集電箔の厚さ、ｘ：集電箔の積層枚数；５≦ｔ≦３０μｍ、ｘ≧２０枚）
が０．３ｍｍ以上となる多積層されたシート状集電箔１１（１３）とを超音波溶接しよう
とする場合には、そのワークの厚さのため、シート状集電箔１１（１３）の破壊あるいは
溶接強度の不足といった問題が生じ易くなり、適切な溶接条件を決定することが困難とな
ることが本発明者らの研究により判明した。また、シート状集電箔１１（１３）を実際に
積層した状態においては、同極の集電箔（例えば、正極集電箔１１）間に対極の集電箔（
例えば、負極集電箔１３）及びセパレータ１ｃが介在しているため、超音波溶接を行なう
電極リード３ａ（３ｂ）との接続部分では、同極の集電箔同士の間隔は５０～２００μｍ
程度開いている状態となる。このため、集電箔の積層厚さが０．３ｍｍ以上となる場合、
同じ厚み・枚数の集電箔を単純に積層したものについて超音波溶接する場合よりも、上記
接続部分における集電箔の沈み込みが大きくなり、その結果、溶接部分（所定の溶接領域
の境界縁近傍）に沿って箔亀裂が発生し易くなる、特に、溶接接続時における積層方向端
部（電極リードと反対側の端部）の集電箔に箔亀裂が発生し易くなることが本発明者らの
研究により判明した。
【００４４】
　そこで、本発明に係るシート状二次電池１０の製造方法では、次のようにして電極リー
ド３ａ（３ｂ）と、各シート状集電箔１１（１３）とを各接続保護層１１Ｐ（１３Ｐ）を
介して接続することにより、接続の際のシート状集電箔１１（１３）に対するダメージを
抑制しつつ、任意の枚数のシート状集電箔１１（１３）の積層を可能としている。以下に
、本発明に係るシート状二次電池１０の製造方法について、正極側を例にとって図７～図
９を参照して説明する。
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【００４５】
　先ず、図７に示すように、それぞれの厚さが５～３０μｍである、例えば４０枚のシー
ト状集電箔１１－１～１１－４０を数枚ずつに集約して、集電箔束を形成する。本実施の
形態では、例えば、２０枚ずつに分割し、集電箔束１１Ａ，１１Ｂを形成する。
【００４６】
　次に、その厚さが０．３ｍｍ以上の電極リード３ａを用意し、図８に示すように、超音
波ホーン１３１とアンビル１３３との間に、電極リード３ａ、集電箔束１１Ａ、中間部接
続保護層１１Ｐｍを形成する金属箔１１Ｐ－１，１１Ｐ－２をセットし、これらの電極リ
ード３ａ、集電箔束１１Ａ層及び中間部接続保護層１１Ｐｍを一括して超音波溶接する。
具体的には、電極リード３ａをアンビル１３３の上に載置し、電極リード３ａの上に集電
箔束１１Ａを積層し、さらに、この上に集電箔保護用の金属箔１１Ｐ－１，１１Ｐ－２を
載置し、超音波ホーン１３１をこの保護用金属箔１１Ｐ－１，１１Ｐ－２に押し当てて超
音波溶接する。
【００４７】
　次に、図９に示すように、電極リード３ａと一体となって溶接された集電箔束１１Ａ層
及び中間部接続保護層１１Ｐｍの上に、残りの集電箔束１１Ｂを重ねて、さらに、その上
に端部接続保護層１１Ｐｅを形成する金属箔１１Ｐ－３，１１Ｐ－４を載せて、超音波ホ
ーン１３１をこの保護用金属箔１１Ｐ－３，１１Ｐ－４に押し当てて同様に超音波溶接す
る。
【００４８】
　以上のような手順を繰り返すことにより、任意の枚数の集電箔１１を、保護層１１Ｐを
介して電極リード３ａ上に積層溶接（接続）することが可能となる。
【００４９】
　その後、任意の枚数の集電箔１１（１３）により構成された内部電極対１及び集電箔１
１（１３）が積層接続された電極リード３ａ（３ｂ）を、袋状外包体２の内部に収容する
と共に電解液を充填し、該電極リード３ａ（３ｂ）が袋状外包体２を気密に貫通するよう
に、袋状外包体２の開口部をヒートシールして密封することにより、容易に大容量化が可
能なシート状二次電池１０を実現することができる。
【００５０】
　ここで、接続保護層１１Ｐ（１３Ｐ）を形成する、例えば金属箔の大きさとしては、超
音波ホーン１３１上のチップ１３２の大きさによって規定される所定の溶接領域を覆うよ
うな大きさであることが、十分な接続強度を得るという観点から好ましい。
【００５１】
　また、保護層１１Ｐ（１３Ｐ）の厚さとしては、過大な溶接エネルギーを要することな
く、積層されたシート状集電箔１１（１３）と一体に溶接可能とするために、１０μ以上
１００μｍ以下であることが好ましい。
【００５２】
　さらに、各集電箔束（本例では、１１Ａ，１１Ｂ）を溶接して積層接続する際には、そ
れぞれの集電箔束１１Ａ，１１Ｂの溶接領域（面積）が、中間部接続保護層１１Ｐｍを介
して、少なくとも二分の一以上重なるように溶接接続することが、所定の電流容量を確保
するという観点から好ましい。
【００５３】
　このように、多積層集電箔１１－１，１１－２・・・を分割して集電箔束１１Ａ，１１
Ｂ・・・を形成し、この集電箔束１１Ａ，１１Ｂ・・・を、中間部接続保護層１１Ｐｍを
介して順次溶接していくことにより、一度に全てのシート状集電箔１１－１，１１－２・
・・を溶接する場合に比し、溶接強度を適切に設定する（各集電箔１１－１，１１－２・
・・にダメージを与えないような溶接強度に設定する）ことが可能となると共に、電極リ
ード３ａ（３ｂ）との溶接部分における、溶接接続時の多層集電箔１１－１，１１－２・
・・の沈み込みを緩和することができる。これにより、接続の際の集電箔１１－１，１１
－２・・・の亀裂の発生等による接続不良を未然に防止し、かつ、任意の枚数の集電箔１
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１－１，１１－２・・・の積層を可能として、シート状二次電池の高出力化・高容量化を
容易に実現することができる。また、少数の集電箔を、順次溶接する場合に比し、積層さ
れる集電箔を保護（特に、ダメージを受け易い積層方向端部の集電箔を確実に保護）する
と共に作業工数の低減を可能とし、併せて生産性の向上を図ることができる。
【００５４】
　さらに、このような接続保護層１１Ｐを、例えば金属箔を数枚重ねて形成することによ
り、亀裂などの箔破壊が、万一保護層１１Ｐに発生してもシート状集電箔１１－１，１１
－２・・・本体に及ぶことなく溶接接続することが可能となり、電極剥離やショートとい
った不具合を未然に防止すると共に、電池出力の安定化、高容量化に寄与することができ
る。なお、端部接続保護層１１Ｐｅについては、最後に重ねた集電箔束を溶接する際に、
箔破壊を起こさずに溶接可能である場合（適度な溶接条件を設定できる場合）には省略可
能である。
【００５５】
　また、本実施の形態では、例えば金属箔１１Ｐ－１～１１Ｐ－４により接続保護層１１
Ｐを形成したが、本発明は、このような形態の接続保護層に限定されるものではなく、例
えば図１０に示すような、一部のシート状電極を接続部において折り返すことによって接
続保護層を形成してもよい。以下、このような接続保護層の変形例１１Ｐ’について、図
１０を参照して説明する。なお、図１０において、先の実施の形態と同様な機能を有する
部材には、同様な符号を付し、その説明は省略する。また、正極側接続部と負極側接続部
は同様な構成であるため、正極側を例にして説明する。
【００５６】
　本変形例における内部電極対１は、図１０に示すように、例えば、４２枚の正極集電箔
１１－１～１１－４２から構成されている。また、それぞれの正極集電箔の厚さ及び電極
リードの厚さは、先の実施の形態と同様であり、それぞれ５～３０μｍ及び０．３～５．
０ｍｍである。
【００５７】
　本変形例では、所定の溶接エネルギーに応じて、保護層１１Ｐを介した適切な積層溶接
が可能となる集電箔１１の枚数（例えば、本例では、１１－１～１１－２０，１１－２２
～１１－４１の各２０枚）ごとに、その上に積層される集電箔（本例では、１１－２１，
１１－４２）を予め他の集電箔（１１－１～１１－２０，１１－２２～１１－４１）より
も長く形成しておき、当該集電箔１１－２１，１１－４２を接続部において折り曲げるこ
とにより接続保護層１１Ｐ’を形成したものである。
【００５８】
　具体的には、先の実施の形態と同様な手順で、先ず、電極リード３ａ上に集電箔１１－
１～１１－２０束を積層すると共に、その上の中間部接続保護層１１Ｐ’ｍを形成する集
電箔１１－２１を折り曲げて（折り返して）、これらを一括して超音波溶接し、その後、
集電箔１１－２２～１１－４１までの２０枚及びその上に積層される端部接続保護層１１
Ｐ’ｅを形成する集電箔１１－４２を折り曲げ形成して、先に溶接した集電箔１１－１～
１１－２０束及び中間部接続保護層１１Ｐ’ｍの上に載置し、同様に超音波接続すること
により、任意の枚数の集電箔１１と電極リード３ａとの積層接続を可能としている。
【００５９】
　ここで、接続保護層１１Ｐを形成する集電箔１１－２１，１１－４２を折り返す際には
、折り返された集電箔部分が、超音波ホーン１３１上のチップ１３２の大きさによって規
定される所定の溶接領域を覆うように折り返すことが、十分な接続強度を得るという観点
から好ましい。
【００６０】
　また、各集電箔束１１－１～１１－２０，１１－２２～１１－４１を溶接して積層接続
する際には、それぞれの集電箔束１１－１～１１－２０，１１－２２～１１－４１の溶接
領域（面積）が、折り曲げ形成される集電箔（本例では、１１－２１）を介して、少なく
とも二分の一以上重なるように溶接接続することが、所定の電流容量を確保するという観
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【００６１】
　このように構成した本変形例に係る接続保護層１１Ｐ’においては、金属箔１１Ｐによ
り接続保護層１１Ｐを形成した先の実施の形態と同様な効果が得られると共に、接続保護
層としての金属箔を別途設ける必要がなく、容易に接続保護層１１Ｐ’を形成することが
可能となる。
【００６２】
　なお、本発明に係るシート状二次電池１０及びその製造方法において、積層される集電
箔１１（１３）の各厚さ及び枚数や、保護層を形成する保護箔（本例では、１１Ｐ－１～
１１Ｐ－４）若しくは集電箔（本例では、１１－２１，１１－４２）の各厚さや枚数は、
所定の溶接条件（溶接強度）に応じて適宜設定可能である。また、本発明は、上述の実施
の形態に限定されるものではなく、溶接接続の際に、シート状電極（集電箔）に対する損
傷等のダメージを抑制するような導電性層が、接続部における積層方向中間部に形成され
ていればよい。
【符号の説明】
【００６３】
　１：内部電極対、１ａ：正電極、１ｂ：負電極、１ｃ：セパレータ、２：袋状外包体、
３ａ：正電極リード、３ｂ：負電極リード、４：ヒートシール部、５：電解液、１０：シ
ート状二次電池、１１：正極集電箔、１１Ａ，１１Ｂ：集電箔束、１１Ｐ，１１Ｐ’：接
続保護層、１１Ｐｍ，１１Ｐ’ｍ：中間部接続保護層、１１Ｐｅ，１１Ｐ’ｅ：端部接続
保護層、１３：負極集電箔、１３１：超音波ホーン、１３２：チップ、１３３：アンビル

【図１】 【図２】
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